
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2－6－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 100,000 1,000,000 100,000 200,000 300,000 100,000 700,000 1,700,000

100,000 200,000 300,000 200,000 1,100,000 0 1,400,000

100,000 200,000 300,000 900,000 0 1,200,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 700,000 700,000 0 700,000

700,000 700,000 0 0 0 700,000

660,000 660,000 0 0 660,000

60,000 60,000 60,000 180,000 1,138,000 425,000 2,594,000 608,000 815,000 901,000 608,000 2,932,000 5,706,000

60,000 101,000 392,100 553,100 488,000 1,519,000 0 2,072,100

0 894,138 311,362 1,205,500 959,823 0 2,165,323

60,000 60,000 60,000 180,000 1,938,000 425,000 4,294,000 708,000 1,015,000 1,201,000 708,000 3,632,000 8,106,000

60,000 1,831,000 592,100 2,483,100 688,000 0 2,619,000 0 0 0 0 0 5,102,100

0 1,654,138 511,362 2,165,500 0 0 1,859,823 0 0 0 0 0 4,025,323

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で訓練を中止
したため。

訓練関係経費の
減。備蓄品購入、
ハザードマップ見
積合わせ、入札に
よる減。

訓練関係経費の
減。備蓄品購入
見積合わせによ
る減。

訓練関係経費の
減。備蓄品購入
見積合わせによ
る減。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

訓練に活用でき
る資材に余裕が
あったため前年
度と比較し減と
なった。

備蓄品購入、ハ
ザードマップ印
刷代を計上した
ため増となっ
た。

ハザードマップ
作成業務が完了
したため印刷代
が減となった。

備蓄品購入費の
増

備蓄品購入の減
（前年度ダン
ボールベッド購
入）

消耗品 27千円
燃料費 30千円
賄材料費 14千円
施設使用料 10千円
備蓄品購入 407千円

実　績　額 1,859,823

事業費予算の
内容

消耗品費
31,000円、燃料
費 15,000円、
賄材料費
14,000円

訓練関係経費
113,000円、備
蓄品購入
303,000円、ハ
ザードマップ
1,415,000円

訓練関係経費
54,100円、備蓄
品購入 538,000
円

訓練関係経費
54,100円、備蓄
品購入
1,876,000円

事 業 費 合 計 計　画　額 1,931,000

予算計上額 1,931,000

予算計上額 1,031,000

実　績　額 959,823

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,031,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 900,000

地 方 債 計　画　額

道 費 計　画　額 900,000

予算計上額 900,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 災害対策事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－6－1 市長公室課防災対策係

目的
(何のために実施する
のか）

災害からの被害を最小限に食い止めるための防災意識の啓蒙を図り、市民の生命及び財産を守り、普段から自然災害に
備える。

当事者意識を高めるため、地域防災訓練の内容を住民主体にシフトさせる。
冬季の訓練や災害種別に応じたメニュー、開催回数について随時検討する。
ＳＮＳ等を活用した情報伝達手段の確立を図る。
地域の防災リーダーの育成を進める。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

全市民 防災意識の向上と迅速な災害情報の伝達による被災の最小限化及び災害応急対応の迅速化

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

自然災害による被害は近年、全国的に激甚化・頻発化している。災害から命を守るには行政だけではなく、住民自ら防災知識の習得や備える必要があることから、防災に対する関心や重要性が高まっている。
これまで、こうした自助の取り組みを促し、支援するため、さまざまな事業を実施してきた。
・R元年10月　LINE公式アカウントを開設し正確で迅速な情報提供の環境を整備　・自主防災組織の設立支援（町内会への働きかけや地域コミュニティ活動支援事業補助金における自主防災組織設立支援割の創設（R元年度～）によりR3年度時
点13団体で設立）　・防災訓練等の実施（毎年の防災訓練のほか、一日防災学校や出前講座など実施）　・備蓄計画に基づく備蓄の推進（H30胆振東部地震やR元年度からの感染症の流行を受け、随時必要な備蓄品を整備）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100 100 100

計画値 100 150 200 300 350 400 450 500 550

実績値 0 35 59

計画値 2,400 2,700 3,000 3,300 3,400 3,500 3,600 3,700 3,800

実績値 2,496 3,060 3,552

達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により冬季避
難所宿泊訓練が
開催できなかっ
た。
SNSについて
は、災害対策基
本法改正による
避難情報の変更
や、大雨が予想
された際の注意
喚起情報などを
お知らせする際
に活用した。登
録者数は順調に
増加している。
今後は発信する
情報の頻度や内
容を検討しなが
ら、より利便性
が高くなるよう
な運用を心掛け
る必要がある。

自己分析：
備蓄品の調達が
計画どおり達成
された。
幸いにして備蓄
品が必要となる
ような災害が発
生していなく、
供給実績は無
い。
北地区コミュニ
ティセンターを
会場に地震と停
電を想定した冬
期避難所運営訓
練を行った。新
型コロナウイル
ス感染症の影響
があり参加者は
少数であった。
ＳＮＳ登録者に
ついては、順調
に増加してい
る。

自己分析：
備蓄品の調達が
計画どおり達成
された。
幸いにして備蓄
品が必要となる
ような災害が発
生していなく、
供給実績は無
い。
石山老人憩いの
家を会場に避難
所運営を自分事
としてとらえ、
避難者への対応
や支援物資の供
給等について考
えることを目的
とした、住民と
学ぶ避難所訓練
を行った。昨年
度に比べ参加者
数は減少した。
ＳＮＳ登録者に
ついては、順調
に増加してい
る。

判断理由：
備蓄品の調達が
計画どおり達成
され、ＳＮＳ登
録者は順調に増
加している。
災害対策事業
は、災害からの
被害を最小限に
するため行って
おり、訓練参加
者は新型コロナ
ウイルス感染症
の影響があり少
数であったが、
市民の防災意識
の高揚につな
がっていると考
えるため「良好
である」と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
備蓄品の調達が
計画どおり達成
された。
幸いにして備蓄
品が必要となる
ような災害が発
生していなく、
供給実績は無
い。
南地区コミュニ
ティセンターを
会場に避難所運
営を自分事とし
てとらえ、避難
者への対応や支
援物資の供給等
について考える
ことを目的とし
た、住民と学ぶ
避難所訓練を
行った。
ＳＮＳ登録者に
ついては、順調
に増加してい
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
計画どおり備蓄品を確保することができている。今後は保存期限を
迎える備蓄品の更新や、将来的に必要となる備蓄品を随時検討し
て、調達について進めてまいりたい。また、災害から命を守るため
には、自ら防災知識の習得や備える必要があることから、地域防災
訓練の内容を市民主体として、さらなる防災意識の向上を図るため
「現状のまま継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

100

100

成果指標２
（単位/人）

3,200

3,886

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標２（「成果」をもとに設定） 指標名：ＳＮＳ登録者数 指標の求め方：ＳＮＳ登録者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：備蓄品の調達率 指標の求め方：計画に対する調達率を百分率で表す

成果指標１
（単位/人）

250

183

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：訓練参加者数 指標の求め方：訓練延参加者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 134,800,000 134,800,000 0 134,800,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 20,000 7,448,000 7,468,000 7,448,000 7,448,000 7,448,000 7,448,000 29,792,000 37,260,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 134,820,000 7,448,000 142,268,000 7,448,000 7,448,000 7,448,000 7,448,000 29,792,000 172,060,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

災害発生時に住民等へ迅速かつ確実に災害情報の伝達を行うために、複数の手段を組み合わせ、災害に強い総合的な情
報伝達システムを構築する。

地理的特性や地域実情を検討し、浸水想定区域への屋外スピーカー設置やスマートフォン、携帯電話を保有していない
高齢者世帯への戸別受信機等のＰＵＳＨ型配信機器を配備する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

全市民 災害情報の伝達の確実性が向上し住民等の早期避難にも繋がることが期待できる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市町村防災行政無線等整備事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－6－1 市長公室課防災対策係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

令和７年度予算
計上なし

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 ― ― ― ― ― ―

実績値 ― ― ― ― ― ―

計画値 ― ― ― ― ― ―

実績値 ― ― ― ― ― ―

総合評価

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：　　　　　　 ― 指標の求め方：成果指標の設定が困難であることから設定しない

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：　　　　　　 ― 指標の求め方：活動指標の設定が困難であることから設定しない

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

成果指標１
（単位/人）

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5： R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 182,000 182,000 0 182,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 182,000 0 182,000 0 0 0 0 0 182,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

事業費がないた
め増減なし

事業費がないた
め増減なし

事業費がないた
め増減なし

事業費がないた
め増減なし

前年度予算と
の比較

（増減理由）

増減なし 増減なし 増減なし 増減なし 増減なし

事業費予算なし

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事業費予算なし 事業費予算なし 事業費予算なし 事業費予算なし

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

現在、市内には小学校５校と中学校２校があるが、児童生徒数の減少に伴い、令和５年度に中学校、令和８年度に小学校が統合され、義務教育学校として１箇所に集約される予定である。
当市では現在、すべての小中学校が指定避難所とされているため、統合後は災害発生時の避難所収容人数に不足が出るおそれがあり、今後の指定避難所の確保について対応が必要である。
その他の指定避難所の状況として、一部の指定避難所では自家発電装置を設置（公民館、総合体育館、北地区コミュニティセンター）しているほか、耐震化についてもすべての指定避難所で実施済みである。
また、可搬型の小型発電機を11台備蓄している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

将来における小中学校の統廃合を見据え、指定避難所の適正な配置を再検討し、避難所の確保を図るとともに、公共施
設や他の施設における防災機能を充実させる。

・現在の指定避難所や公共施設、その他の施設における防災機能の充実
（自家発電装置の設置、耐震化など）
・公共施設の有効活用
など

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内の公共施設及びその他の施設 災害時に速やかに避難できる施設を確保することができる

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 指定避難所再編事業 令和３年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－6－2 市長公室課防災対策係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 12 12 12 12 12 12 12 12 12

実績値 12 12 12

計画値 75 75 75 75 75 75 75 75 75

実績値 81 82 84

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
学校再編により
令和５年度から
中学校、令和８
年度から小学校
が統合がされる
ことが決まっ
た。次年度以
降、学校再編課
などの関係部署
と連携を図りな
がら、避難所の
再編について進
めていく必要が
ある。
R3年度は指定避
難所数に変更は
ないが、総人口
が減ったため指
定避難所収容可
能人口カバー率
は上昇した。

自己分析：
R4年度は指定避
難所数に変更は
ないが、総人口
が減ったため指
定避難所収容可
能人口カバー率
は上昇した。

自己分析：
R5年度は指定避
難所数に変更は
ないが、総人口
が減ったため指
定避難所収容可
能人口カバー率
は上昇した。

判断理由：
指定避難所数に
変更はなく、総
人口が減ったた
め指定避難所収
容可能人口カ
バー率は上昇し
ているが、中学
校が統合された
が避難所の変更
に至っていない
ため「普通であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
R6年度指定避難
所数に変更がな
く、総人口が減
少したため指定
避難所収容可能
人口カバー率は
上昇した。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
学校再編により令和５年度に中学校が統合されたことを受け、対象
地域の町内会長に説明を実施したが避難所の変更に至っていない。
また、令和８年度からは小学校が統合されるため、関係部署と連携
を図りながら避難所の再編について進めていく必要があるため「現
状のまま継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/個）

12

12

成果指標１
（単位/％）

75

86

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：指定避難所収容可能人口カバー率 指標の求め方：指定避難所に収容可能な人数/人口

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：指定避難所数 指標の求め方：指定避難所数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,900,000 1,900,000 2,000,000 5,800,000 2,200,000 2,200,000 6,500,000 2,300,000 2,300,000 2,400,000 2,400,000 9,400,000 21,700,000

1,997,000 2,085,000 2,200,000 6,282,000 2,200,000 4,300,000 0 10,582,000

1,898,000 1,900,000 2,090,000 5,888,000 2,100,000 0 7,988,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

47,000 90,000 30,000 167,000 10,000 60,000 129,000 10,000 60,000 10,000 60,000 140,000 436,000

3,000 5,000 19,000 27,000 99,000 158,000 0 185,000

0 3,000 0 3,000 47,000 0 50,000

1,947,000 1,990,000 2,030,000 5,967,000 2,210,000 2,260,000 6,629,000 2,310,000 2,360,000 2,410,000 2,460,000 9,540,000 22,136,000

2,000,000 2,090,000 2,219,000 6,309,000 2,299,000 0 4,458,000 0 0 0 0 0 10,767,000

1,898,000 1,903,000 2,090,000 5,891,000 0 0 2,147,000 0 0 0 0 0 8,038,000

目的
(何のために実施する
のか）

降雨時や融雪時に上流から流出し、桝に堆積した土砂を定期的に除去することで、正常な流水の機能を維持し、災害の
発生を防止する。

緊急自然災害防止対策事業債制度を使い、業者請負により、年２回堆積土砂を除去し運搬処理する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

流域の市民及び施設。 降雨時や融雪時の出水に対しても、災害を防ぎ正常な河川の機能を維持する。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 河川氾濫防止事業（駄馬の沢川泥溜桝土砂除去） 平成23年度　～　令和12年度

事業性質区分 新規・継続 2－6－3 土木課維持係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

普通河川「駄馬の沢川」は、融雪時や大雨による出水で大量の土砂が流出し、下流の川底に堆積し流れを妨げることで、台風時期などには付近の田畑の冠水や住宅に浸水の危険があった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額 2,100,000

実　績　額 2,100,000

実　績　額

地 方 債 計　画　額 2,100,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 59,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 2,159,000

予算計上額 2,159,000

予算計上額 59,000

実　績　額 47,000

実　績　額 2,147,000

事業費予算の
内容

土砂除去 土砂除去 土砂除去 土砂除去

前年度予算と
の比較

（増減理由）
－

人件費増により
前年度より増額

人件費増により
前年度より増額

歩掛改定により
減額

人件費増により
前年度より増額

土砂除去

実績との比較
（増減理由）

入札による減 入札による減 入札による減 入札による減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 2 2 2

計画値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
大雨等による河
川の氾濫はな
く、農地への被
害はなく、一定
の効果があっ
た。今後も継続
的な事業の実施
が必要である。

自己分析：
大雨等による河
川の氾濫はな
く、農地への被
害もなく、一定
の効果があっ
た。今後も継続
的な事業の実施
が必要である。

自己分析：
大雨等による河
川の氾濫はな
く、農地への被
害もなく、一定
の効果があっ
た。今後も継続
的な事業の実施
が必要である。
また、北海灌漑
溝の工事が近接
しているため、
事業の調整を
行っているが、
次年度も継続し
て行うため引き
続き調整を行い
進めていく。

判断理由：
土砂除去は計画
通り行い、駄馬
の沢川の氾濫は
一度もないた
め、「良好であ
る」とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：泥溜桝土砂除去回数 指標の求め方：泥溜桝土砂除去回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：駄馬の沢川氾濫回数 指標の求め方：駄馬の沢川氾濫回数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

2

2

成果指標１
（単位/回）

0

0

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
大雨等による河
川の氾濫はな
く、農地への被
害もなく、一定
の効果があっ
た。今後も継続
的な事業の実施
が必要である。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
泥溜桝にはこれからも定期的に土砂が溜まっていくため、引き続き
事業を行っていく必要があることから「現状のまま継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)


